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○吉野川市地域生活支援事業実施規則

平成１８年９月２９日

規則第４４号

改正 平成１９年３月３０日規則第６号

平成２０年３月３１日規則第１７号

平成２１年３月２５日規則第２号

平成２３年５月１３日規則第２０号

平成２５年３月２９日規則第１２号

平成２５年１２月１０日規則第２２号

平成２６年３月３１日規則第１２号

（目的）

第１条 この規則は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条の規定に基づく地域生活支援事業を実施す

ることにより、障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）がその有する能力及び適正に

応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにするとともに、障害者等の福

祉の増進を図ることを目的とする。

（実施事業）

第２条 市長は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業（以下「地域生活支援事業」とい

う。）を実施するものとし、その事業内容は別表第１のとおりとする。

(１) 相談支援事業

(２) 意志疎通支援事業

(３) 日常生活用具給付等事業

ア 日常生活用具給付事業

イ 住宅改修費給付事業

ウ 点字図書給付事業

(４) 手話奉仕員養成研修事業

(５) 移動支援事業

(６) 地域活動支援センター事業

(７) その他の事業

ア 更生訓練費給付事業

イ 知的障害者職親委託制度事業
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ウ 生活支援事業

エ 日中一時支援事業

オ 社会参加促進事業

カ 自動車運転免許取得・改造助成事業

キ 福祉ホーム利用費助成事業

２ 市長は、地域生活支援事業の全部又は一部を適切な事業運営が確保できると認められる社会

福祉法人等（以下「事業者」という。）に委託することができる。

（給付事業）

第３条 地域生活支援事業のうち日常生活用具給付等事業、移動支援事業及び日中一時支援事業

（以下「給付事業」という。）は、第１１条の規定による給付をもって行う。

２ 地域生活支援事業のうち更生訓練費給付事業は、訓練及び通所に要する経費の給付をもって

行う。

（助成等事業）

第４条 地域生活支援事業のうち自動車運転免許取得・改造助成事業及び福祉ホーム利用費助成

事業（以下「助成等事業」という。）は、費用の助成又は経費の補助をもって行う。

（利用対象者）

第５条 地域生活支援事業（日常生活用具給付等事業、手話奉仕員養成研修事業、地域活動支援

センター事業、知的障害者職親委託制度事業及び助成等事業を除く。次条において同じ。）を

利用できる者は、吉野川市に居住地を有する障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を

行う者で別表第２に定める利用対象要件に該当するものとする。

（申請）

第６条 地域生活支援事業を利用しようとする者は、地域生活支援事業支給申請書（様式第１号）

に市長が必要と認める書類を添えて市長に申請しなければならない。

２ 日常生活用具給付等事業、手話奉仕員養成研修事業、地域活動支援センター事業、知的障害

者職親委託制度事業及び助成等事業に関する利用の手続等については、別に定める。

（支給決定）

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、利用の可否を決定し、地域生活支援事業

支給決定通知書（様式第２号）又は地域生活支援事業支給却下決定通知書（様式第３号）によ

り、その旨を申請者に通知するものとする。

（受給者証の交付等）
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第８条 市長は、前条の規定による利用の決定（移動支援事業及び日中一時支援事業に係るもの

に限る。）をしたときは、当該決定を受けた者（次項において「移動支援等利用者」という。）

に対し、地域生活支援事業受給者証（様式第４号。以下「受給者証」という。）を交付するも

のとする。

２ 移動支援等利用者は、受給者証を破損し、汚損し、又は紛失したときは、受給者証再交付申

請書（様式第５号）により、受給者証の再交付を受けなければならない。

（決定内容の変更）

第９条 第７条の規定による利用の決定を受けた者（以下「利用決定者」という。）は、同条の

規定により決定された内容（更生訓練費給付事業に係るものを除く。）を変更する必要がある

ときは、地域生活支援事業支給変更申請書（様式第６号）により市長に申請しなければならな

い。

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、変更の可否を決定し、その旨を地域生活支援

事業支給変更決定通知書（様式第７号）又は地域生活支援事業支給変更却下決定通知書（様式

第８号）により申請者に通知するものとする。

（支給決定の取消し）

第１０条 市長は、利用決定者が利用対象要件を満たさなくなったと認めるときその他引き続き

事業を受ける必要がないと認めるときは、支給決定を取り消すことができる。

２ 市長は、前項の規定により支給決定を取り消したときは、地域生活支援事業支給決定取消通

知書（様式第９号）により通知する。

（公費負担額）

第１１条 市長は、給付事業の実施に当たり、当該給付事業の種類ごとに市長が定める基準によ

り算定した費用の額（その額が現に当該給付事業に要した費用の額を超えるときは、当該現に

当該給付事業に要した費用の額）の１００分の９０に相当する額を公費負担額として支給する。

２ 前項の規定にかかわらず、世帯の所得等の状況に応じて市長が定める者が給付を受けた給付

事業に係る公費負担額は、同項の規定により算定した費用の額の１００分の９０を超え１００

分の１００に相当する額以下の範囲内において市長が定める額とする。

３ 利用決定者が給付事業を利用したときは、市長は、当該利用決定者又はその保護者が当該給

付事業に係るサービスを提供した事業者に支払うべき費用について、公費負担額として当該利

用決定者又はその保護者に支給すべき額の限度において、当該利用決定者又はその保護者に代

わり、事業者に支払うことができる。
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４ 前項の規定による支払があったときは、利用決定者又はその保護者に対し公費負担額の支給

があったものとみなす。

（更生訓練費の給付）

第１２条 更生訓練費の給付額は、次に掲げる経費を合算した額とする。

(１) 訓練のための経費 施設の区分ごとに別表第３に定める額と実支出額のいずれか少ない

方の額

(２) 通所のための経費 訓練のために施設に通所した日数に日額２８０円を乗じて得た額と

実支出額のいずれか少ない方の額

２ 更生訓練費の給付に関しては、前条第３項及び第４項の規定を準用する。この場合において、

事業者は、更生訓練費支給請求書（様式第１０号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に

請求するものとする。

（支給量の上限）

第１３条 利用決定者が給付事業（日常生活用具給付等事業を除く。）について、給付を受ける

ことのできるサービスの量（以下「支給量」という。）の上限は、それぞれ次のとおりとする。

ただし、日中一時支援事業について市長が必要と認めた場合は、この限りでない。

（補則）

第１４条 この規則に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。

（公費負担額の特例）

２ 日常生活用具給付事業の対象となる日常生活用具のうち、徳島県障害者自立支援対策臨時特

例補助金交付要綱第２条に規定する視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業の対象となるもの

の給付に係る公費負担額に関する第１１条第１項の規定の適用については、平成２４年３月３

１日までに限り、同項中「１００分の９０」とあるのは「１００分の１００」とする。

附 則（平成１９年３月３０日規則第６号）

（施行期日）

事業名 支給量の上限

移動支援事業 １月につき３０時間（通学に係るものについては１月につ

き６回）

日中一時支援事業 １月につき７日
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１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の吉野川市地域生活支援事業実施規則（以下

「旧規則」という。）の規定に基づいて提出されている申請書その他の書類は、この規則によ

る改正後の吉野川市地域生活支援事業実施規則（以下「新規則」という。）の規定に基づいて

提出されたものとみなす。

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている受給者証は、新規則の規定

に基づいて交付されたものとみなす。

４ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて作成されている用紙は、当分の間、所要の

調整をして使用することができるものとする。

附 則（平成２０年３月３１日規則第１７号）

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２１年３月２５日規則第２号）

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年５月１３日規則第２０号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成２５年３月２９日規則第１２号）

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２５年１２月１０日規則第２２号）

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１２条第１項第１号の改正規定は、平成２６

年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年３月３１日規則第１２号）

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。

別表第１（第２条関係）

事業名 事業内容

相談支援事業 障害者等及び障害児の保護者からのさまざまな相談に応

じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利

擁護のための必要な援助を行う。

意志疎通支援事業 意志疎通を図ることに支障がある障害者等に、手話通訳

者等を派遣する事業を行う。

日常生活用具給 日常生活用具給付事業 障害者等に対し、補装具以外の機器で、自立生活支援用
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付等事業 具等の日常生活用具を給付し、又は貸与する。

住宅改修費給付事業 在宅の重度身体障害者等に対し、日常生活に支障のある

段差等の改修に要する費用を給付する。

点字図書給付事業 視覚障害者の重要な情報入手手段である点字図書を給付

する。

手話奉仕員養成研修事業 聴覚障害者等との交流活動の促進、市の広報活動等の支

援者として期待される日常会話程度の手話表現技術を習

得した手話奉仕員を養成研修する。

移動支援事業 屋外での移動に困難がある障害者等について、外出時の

円滑な移動の支援を行う。

地域活動支援センター事業 地域で生活する障害者等を地域活動支援センターに通わ

せ、創作的活動又は生産活動の機会を提供することによ

り、障害者等の自立と社会参加を促進し、障害者等の地

域生活を支援する。

その他の事業 更生訓練費給付事業 就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している者又

は身体障害者更生援護施設（身体障害者療護施設を除

く。）に入所している者に更生訓練費を支給する。

知的障害者職親委託制

度事業

知的障害者の自立更生を図るため、一定期間、知的障害

者を更生援護に熱意を有する事業経営者等の私人に預

け、生活指導及び技能習得訓練等を行う。

生活支援事業 障害者等に対し、日常生活上必要な訓練、指導等、本人

活動支援等を行う。

日中一時支援事業 日中において監護する者がいないため、一時的に見守り

等の支援が必要な知的障害者・障害児に対し、日中にお

ける活動の場を確保し、知的障害者・障害児の家族の就

労支援及び一時的な休息を図る事業を行う。

社会参加促進事業 障害者等の社会参加を促進するため、スポーツ・芸術文

化活動等を行う。

自動車運転免許取得・改

造助成事業

自動車運転免許の取得及び自動車の改造に要する費用の

一部を助成する。

福祉ホーム利用費助成 現に住居を求めている障害者に、低額な料金で居室その
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別表第２（第５条関係）

事業 他の設備を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜

を供与することにより、障害者の地域生活を支援する。

事業名 利用対象要件

相談支援事業 障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者

意志疎通支援事業 聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、

意志疎通を図ることに支障がある障害者等

移動支援事業 社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加

のための外出に移動の支援が必要と市長が認めた次に掲

げる者

（１） 屋外での移動に著しい制限のある視覚障害者若

しくは視覚障害児、全身性障害者若しくは全身性障害

児又は知的障害者若しくは知的障害児（重度訪問介護

及び行動援護受給者を除く。）。ただし、全身性障害

者及び全身性障害児にあっては、肢体不自由の程度が

身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１

５号）別表第５号に定める１級から３級までに該当す

る者で、両上肢及び両下肢の機能の障害を有するもの

又はこれに準ずると市長が認めたものに限る。

（２） １人での外出に困難な精神障害者であって精神

保健福祉手帳又は自立支援医療受給者証所持者（精神

通院医療）。ただし、行動援護受給者を除く。

その他の事業 更生訓練費給付事業 法第１９条第１項の規定により介護給付費等の支給決定

を受けた者であって就労移行支援事業又は自立訓練事業

を利用しているもの、法附則第２１条第１項に規定する

旧法施設支援を受けている身体障害者のうち更生訓練を

受けているもの及び身体障害者福祉法（昭和２４年法律

第２８３号）第１８条第２項の規定により入所の措置又

は入所の委託をされた施設で更生訓練を受けているもの

（法に基づく利用者負担額の生じない者に限る。）。

生活支援事業 日常生活に不可欠な訓練又は指導が必要な障害者等
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別表第３（第１２条関係）

日中一時支援事業 日中において監護する者がいないため、一時的に見守り

等の支援が必要と市長が認めた知的障害者又は障害児

社会参加促進事業 社会参加が必要な障害者等

区分 月額

訓練に従事した日が１

５日以上の場合

訓練に従事した日が１

５日未満の場合

指定視覚障害者更生施設（あん摩、はり、きゅう

科に限る。）

１４，８００円 ７，４００円

指定肢体不自由者更生施設

指定視覚障害者更生施設（あん摩、はり、きゅう

科を除く。）

指定聴覚・言語障害者更生施設

指定内部障害者更生施設

６，３００円 ３，１５０円

指定特定身体障害者授産施設

指定特定身体障害者通所授産施設

３，１５０円 １，６００円

前３項の規定に関わらず、平成１５年３月３１日

において重度身体障害者更生援護施設であった

施設

２，１００円 １，０５０円

法第１９条第１項の規定により介護給付費等の

支給決定を受けた者に就労移行支援事業又は自

立訓練事業を実施している事業所

３，１５０円 １，６００円

備考 区分欄に掲げる施設は、法附則第２０条第１項に規定する旧法指定施設とする。
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吉野川市地域生活支援事業実施規則
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吉野川市地域生活支援事業実施規則
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吉野川市地域生活支援事業実施規則
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吉野川市地域生活支援事業実施規則
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吉野川市地域生活支援事業実施規則
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様式第１号（第６条関係）

様式第２号（第７条関係）

様式第３号（第７条関係）

様式第４号（第８条関係）

様式第５号（第８条関係）

様式第６号（第９条関係）

様式第７号（第９条関係）

様式第８号（第９条関係）

様式第９号（第１０条関係）

様式第１０号（第１２条関係）


